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研究要旨

本研究は、無作為に抽出された全国の医師、看護師を対象とした無記名式自記式アンケート調査「人生

の最終段階における医療に関する意識調査」のデータを解析し、1．医師と看護師の ACP の実践状況を明

らかにし、2. ACP の実践に影響を与える要因を探ることを目的とした。ACP の実践は医師と看護師間で

有意差は無かった。しかし、医師も看護師も実践していると回答したのは 3 割に満たず、今後、実臨床で

より ACP が実践されるための取り組みが必要であると考えられた。また、ACP の実践と、人生の最終段

階の意思決定支援に係る研修を受けていることは有意に正の関連が認められていたことより、効果的な

研修を充実させることは、実臨床で ACP の実践を促すためには重要であると考えられた。加えて、死が

近い患者との関わりが多いことは、ACP の実践と有意に正の関連が認められた。一方で、ACP は成人に

おいて年齢には関係なく、いかなる健康状態であっても、個人の価値観や人生の目標、将来希望する医療

ケアを理解し共有するプロセスでると定義されており 1)、全ての医療従事者が ACP の実践が可能となる

ように、関連の研修を受けることができるような体制を整えるといった、具体的な対策を検討していくこ

とは、今後の課題と考えられた。

A. 研究目的

当研究班において、平成 29 年に実施される人

生の最終段階における医療に関する意識調査の

調査票作成に先立つ事前調査にて、アドバンス

ケアプランニング（以下 ACP）への関心や、実

践に関しては、調査対象者の帰属性によって結

果が異なる可能性を考慮した分析が必要である

ことを検討した。そこで本報告書では、医療従事

者の ACP の実践に焦点をあて、二つの主要目的

を掲げた。

＜主要目的１＞

医師と看護師の ACP の実践状況を明らかにし、

ACP の実践に医師と看護師間で違いがあるの

かを探る。

ACP とは、個々人の価値観、人生のゴール、

将来の医療ケアに関する好みを考え共有するプ

ロセスと定義されている 1)。自身の望む医療や

ケアのあり方を伝えておくことで、家族や関係

者が本人の考えに沿った決断をする助けになる。

つまりACPは自己決定権を尊重する術の一つで

もある 2)。 

患者の自己決定権の尊重を早くに法制化して
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いる欧米諸国では、ACP の概念も実践も日本に

比べて普及している 3)。例えば、米国では、1990

年 に ｢ 患 者 の 自 己 決 定 権 法 (Patient Self-

Determination Act)｣が連邦レベルで制定され、そ

の中で、ACP のプロセスの一部である「アドバ

ンス・ディレクティヴ（Advance Directives、以下

AD）」という事前指示書を作成する患者の権利

を保障する事が明記されている。具体的には、公

的保険制度であるメディケアとメディケイドに

参加する医療サービス機関（例：病院、ナーシン

グホーム、ホスピス）に対して全ての新患患者に

AD の所有の有無の確認と、所持していない患者

に対しては、AD に関する情報を書面にて提供す

ることが義務付けられている 4)。この法律施行

後、医療サービス受領者間での AD 保有率は上

昇している 5)。さらに数々の研究で、AD を所有

することが患者の自己決定権を尊重するだけで

なく、難しい決断を時には強いられる家族の心

理面の負担を減らし、望まない治療あるいはあ

まり効力の期待できない治療等の削減に効果が

あることが報告されている 6)7)。 

一方日本では、ACP に関連する取り組みやAD

はまだ法制化されていないこともあり、これら

に対する一般市民の認知度や普及率は欧米諸国

に比べて低いものとなっている 8)。Miyata らが

40 歳から 65 歳の一般市民を対象に行ったアン

ケート調査 8)では、60%が終末期医療に関する希

望を話し合ったり書面で残したり、意思決定代

理人を決めておいたりすることは重要だと回答

したが、実際にそういった事を行ったと答えた

のは、わずか 10％であった。また、Nakazawa ら

が医師を対象に行ったアンケート調査 9)では、

62.6％が患者が AD を所有することが大切だと

回答したが、患者にそのようにいつもあるいは

よく勧めていると回答した医師は 30.3％にとど

まっている。同調査ではさらに、医師は患者個人

よりも家族を中心とした意思決定を好む傾向や、

ACP に関する会話の難しさや自信の低さについ

ても指摘している。 

厚生労働省は、こういった日本の現状をふま

えて、人生の最終段階における医療を患者の意

思を尊重したものとするために、｢人生の最終段

階における医療・ケアの決定プロセスに関する

ガイドライン｣を策定している。このガイドライ

ンでは、ACP や AD といった具体的な表現は使

われていないが、本人との話し合いの重要性に

ついて示されている。本研究は、厚生労働省が、

一般国民および医療・介護従事者の人生の最終

段階における医療に対する意識やその変化を把

握するために 5 年おきに実施している調査に基

づいたものである。平成 29 年に行われた調査で

は初めて ACP の解説が調査票に含まれ、ACP に

ついての質問が加えられた。そこで、医師と看護

師がどの程度 ACP を実践しているのか、また

ACP の実践に関して医師と看護師間で差異があ

るか等の解析を行った。 

＜主要目的２＞ 

医師と看護師のACPの実践に影響を与える要因

を探る。 

米国の先行研究では、研修やトレーニングが

医療従事者のACPに関する知識の向上や実践の

奨励につながることが報告されている 10)11)。日

本でも終末期医療に関するガイドラインが厚生

労働省を始め様々な学会からも提供され、それ

に伴い研修等の実施も始まっている 12)。そうい

った研修の影響を検証することは重要である。

また、終末期医療の経験が医療従事者の ACP 実

践に関係することも報告されている 13)。そうい

った先行研究で特定された因子も含めて、何が

ACP の実践に関係しているかを検証した。 

 
B. 研究方法 

93



本研究は 2017 年 12 月に厚生労働省により実

施された無作為に抽出された全国の医師4500人、

看護師6000人を対象とした無記名式自記式アン

ケート調査「人生の最終段階における医療に関

する意識調査」のデータを解析したものである。

医師の回収率は 23.1％で看護師は 30.9％であっ

た。 

調査票の中で、ACP の解説は次のようにされ

た。「今後の医療・療養について患者・家族等と

医療従事者があらかじめ話し合う自発的なプロ

セスのことである。患者が同意のもと、話し合い

の結果が記述され、定期的に見直され、ケアに関

わる人々の間で共有されることが望ましい。そ

して、ACP の話し合いには次の内容が含まれる。

患者本人の気がかりや意向、患者の価値観や目

標、病状や予後の理解、医療や療養に関する意向

や選好、その提供体制。」 

解析に使用した質問は次の項目である。a)人

生の最終段階の患者・利用者に対して ACP の内

容を実践しているか（している、していない、の

二者択一）。b)前記の質問で実践していないと回

答した者に今後のACPの実践についてどのよう

に考えているか（検討中である、検討していない

の二者択一）。c)人生の最終段階の意思決定支援

に係る研修を受けているか（受けている、受けて

いない、今後受ける予定）。受けていないという

回答と今後受ける予定という回答は組み合わせ

て、2 値変数とした。d) 実務経験の年数（1-5、

6-10、11-15、16-20、21-25、26-30、31-35、36-40、

41-45、46-50、50 年以上）。これは、カテゴリー

が多いため連続変数として取り扱い、1-5 年を１

とし、一つカテゴリーが上がるごとに値が増え

るようにして、50 年以上を 11 とした。e)死が近

い患者との関わり（亡くなることはまずない、1

年に 1 名程度、半年に 1 名以上、1 ヶ月に 1 名

以上）。これは頻度が増すほど値が大きくなる順

序尺度の変数として取り扱った。f) 勤務してい

る施設(病院、診療所、訪問看護ステーション、

介護老人福祉施設、介護老人保健施設、その他)。

これは、病院以外の施設を組み合わせて、病院勤

務かそうでないかという 2 値変数とした。 

解析には Stata を用い、主要目的１のためには

2 変量解析を行い、主要目的 2 のためには多項

ロジットモデルを使用した。多項ロジットモデ

ルのアウトカム変数は質問項目の a と b を組み

合わせたものを使い、次の 3 つのカテゴリーを

作った。ACP の内容を実践している、実践はし

ていないが実践を検討している、実践も検討も

していない。基準となるベースカテゴリーは、実

践も検討もしていないグループとした。また実

務経験の年数と研修のインターアクションも多

項ロジットモデルに投入した。欠損値について

はリストワイズ除去を使用し、P<0.05 を有意差

ありとした。多項ロジットモデルは医師と看護

師を分けて解析した。 

 

C. 研究結果 
＜主要目的１＞ 
医師と看護師のACPの実践状況を明らかにし、

ACP に対する認識や態度に医師と看護師間

で違いがあるのかを探る。 
解析には ACP に関する欠損値のない 972 名の

医師と 1,702 名の看護師からの回答を使用し

た。 
ACP の内容を実践していると答えた医師は

284 名（29.2%）で、看護師は 479 名 28.1%）

であった（Table1）。医師と看護師間で有意差

は無かった。 
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Table1  医 師 と 看 護 師 の ACP の 実 践 状 況                       

n=2,674（人）   

 実践 

している 

n＝763 

n（％） 

実践 

していない 

n＝1,911 

n（％） 

 

 

X2検定 

P-value 

 

医師 284（29.2） 688（70.8）  

看護師 479（28.1） 1,223（71.9） P=0.554 

 

また、現在は実践していないが、実践を検討中

であると答えた医師(265 名、32.9%)の割合の方

が看護師（265 名、22.1%)より有意（p<0.001）に

多かった（Table2）。 

 

Table2 ACP を実践していない医師と看護師の今

後の実践検討状況 n=1,883（人）   

 検討 

している 

n＝490 

n（％） 

検討 

していない 

n=1,911 

n（％） 

 

 

X2検定 

P-value 

 

医師 225（32.9） 458（67.1）  

看護師 265（22.1） 935（77.9） P<0.001 

 

＜主要目的２＞ 

医師と看護師のACPの実践に影響を与える因子

を探る。 

回答者の属性は医師と看護師毎に Table3 に表

示した。リストワイズ除去の後に最終の多項ロ

ジットモデルに含まれる回答者のみを表示した。

解析対象者は医師 916 名と看護師 1,577 名で、

263 名の医師（28.7%）と 435 名の看護師（27.6%）

がACPの内容を実践していると回答した。一方、

現在は実践していないが実践を検討中と答えた

医師は213名（23.3%）で看護師は 250名（15.9%）

であった。214 名（23.4%）の医師と 335 名

（21.2%）の看護師は人生の最終段階の意思決

定支援に係る研修を受けていると回答した。

実務経験の年数については、5 年毎のカテゴリ

ーを連続変数として取り扱ったため、医師の

平均が 6.11 で看護師の平均が 5.44 であった。 

 
 
 

 

 

Table3 医師と看護師の属性 n=2,493（人）   
 医師 n＝916 看護師 n＝1,577 

 n（％） M(SD) n（％） M(SD) 

ACPの実践     

 ACPの内容を実践している 263（28.7）  435（27.6）  

 実践はしていないが実践を検討中 213（23.3）  250（15.9）  

 実践も検討もしていない 440（48.0）  892（56.6）  

人生の最終段階の意思決定支援に係る研修     

 受領済み 214（23.4）  335（21.2）  

 未受領 702（76.6）  1,242（78.8）  

実務経験の年数  6.11（2.23）  5.44（1.95） 

死が近い患者との関わり     

 亡くなることはまずない 203（22.1）  265（16.8）  

 1年に 1名程度 117（12.8）  249（15.8）  

 半年に 1名以上 218（23.8）  574（36.4）  

 1ヶ月に 1名以上 378（41.3）  489（31.0）  

勤務施設     

 病院 612(66.8)  755(47.9)   

 病院以外 304(33.2)  822(52.1)   
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これは実務年数 21-25 年の回答には 5 の値が、

26-30 年には 6 の値、31-35 年には 7 の値が付け

られていることを考慮すると、医師の平均実務年

数は 26-30 年のカテゴリーよりも少し上で、看護

師の平均実務年数は 21-25 年のカテゴリーと 26-

30 年のカテゴリーの中間ぐらいに位置すると解

釈できる。また、死が近い患者との関わりが 1 ヶ

月に1名以上あると答えた医師は378名（41.3%）

で看護師は 489 名（31.0%）であった。大半の医

師（66.8%）と約半数近くの看護師（47.9%）は病

院勤務であった。 

多項ロジットモデルの解析結果によると、人生の

最終段階の意思決定支援に係る研修を受けた医

師は、ACP の実践も実践の検討もしていないと

回答するよりも、実践していると答える傾向にあ

った（OR=4.03, p<0.05）(Table4)。また、死が近い

患者との関わりが多い医師ほど、有意に ACP の

実践を検討している（OR=1.23, p<0.05）か、既に

実践している（OR=1.88, p<0.001）と回答するこ

とが示された。同じく看護師も、死が近い患者と

の関わりが増えるほど、実践を検討している

（OR=1.20, p<0.05）あるいは既に実践している

（OR=1.90, p<0.001）と答える傾向にあった。反

対に、実務年数の長い看護師（OR=0.60, p<0.001）

と病院勤務の看護師は（OR=0.89, p<0.01）は、ACP

の実践も実践の検討もしていないと回答するよ

りも実践していると回答する傾向が低かった。し

かし、看護師の実務経験の年数と研修のインター

アクションが有意にポジティブ（OR=1.22, p<0.05）

であることから、研修を受けていることは ACP

の実践に正の相関があることが示された。 

 
D. 考察 
人生の最終段階における医療に関する意識調

査から、医師と看護師の ACP に対する実践とそ

れに関連する要因について検証した。 

解析の結果によると、ACP の実践は医師と看

護師間で有意差は無かった。しかし、現在は実践

していないが、実践を検討中であると答えたのは

医師の方が看護師より有意に多かった。ACP は

多職種チームで行うことが望ましいが、将来の医

療や療養のあり方を話し合う上で、やはり医師の

果たす役割は大きく、実践を検討中と答えた医師

が多かったのも、そういった実情を踏まえたも

のかもしれない。

 

Table4 ACP の実践に関連する要因  n=2,493（人）   
 医師 n＝916 看護師 n＝1,577 

 実践を検討し

ている 

(n=213) 

実践している 

 

(n=263) 

実践を検討し

ている 

(n=250) 

実践している 

 

(n=435) 

 Vs. 実践も検討もしていない 

(n=440) 

Vs. 実践も検討もしていない 

(n=892) 

 Odds ratio 

(95%CI) 

Odds ratio 

(95%CI) 

Odds ratio 

(95%CI) 

Odds ratio 

(95%CI) 

人生の最終段階の意思決定支援に係る研修済み 1.62 

（0.46-5.76） 

4.03* 

(1.27-12.84） 

1.43 

(0.47-4.37) 

1.67 

(0.70-3.99) 

実務経験の年数 0.97 

（0.89-1.06） 

1.02 

(0.93-1.12) 

0.97 

(0.90-1.05) 

0.89** 

(0.82-0.96) 

研修と実務経験の年数とのインターアクション 1.07 

（0.88-1.30） 

1.04 

(0.86-1.24) 

1.07 

(0.88-1.29) 

1.22* 

(1.04-1.42) 

死が近い患者との関わり 1.23＊ 

（1.03-1.47） 

1.88*** 

(1.54-2.30) 

1.20* 

(1.04-1.38) 

1.90*** 

(1.65-2.19) 

病院勤務 1.47 

（0.94-2.29） 

1.01 

(0.64-1.61) 

1.10 

(0.82-1.48) 

0.60*** 

(0.46-0.79) 

* p < .05, ** p < .01, *** p < .001 
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ACP の実践と、人生の最終段階の意思決

定支援に係る研修を受けることは、有意に

正の関係が認められた。これが、研修を受け

ることは、ACP の実践を促すことにつなが

っていると解釈すると、米国の先行研究の

結果 10)11)とも合致するものである。一方で、

過去の研究 13)でも報告されているように、

本研究でも医師と看護師ともに、死が近い

患者との関わりが多い者ほど ACP を実践あ

るいは検討しているという結果を得た。死

が近い患者をケアする機会が多ければ、患

者本人が医療に関する決断が出来ない場面

や、医療・療養についてあらかじめ話し合い

がなされていれば遭遇しなかったかもしれ

ない難しい場面に直面するであろうことが

推測される。そういった臨床経験が ACP の

重要さを認識し、実践すると共に、研修に参

加することに繋がっている可能性も考えて

おく必要がある。 
また、看護師においては、実務経験が長く

なれば、ACP の実践をしていると回答する

オッズ比が低くなるという結果を得た。言

い換えれば、実務経験の短い看護師ほど

ACP を実践しているということである。こ

れは、ACP という概念が比較的新しいとい

うこともあり、実務経験の長くない看護師

が学生時代に ACP の概念を学び実践につな

げている可能性がある。しかし実務経験年

数と研修のインターアクションが ACP の実

践をしていると回答するオッズ比を高くす

るという結果を鑑みると、実務経験の長い

看護師にとっては、ACP に関する研修を受

けることが ACP を実践に移す要因と成り得

ると考えられる。 
病院勤務か否かということは、医師の

ACP 実践には有意ではなかったが、看護師

の実践には有意であった。病院勤務の看護

師は、他の医療・介護施設勤務の看護師に比

べて ACP 実践を行っていなかった。これは、

病院特有の多忙な業務の影響が関係してい

るかもしれない。殿城が行った質的研究 14)

で、終末期医療に係る一般病棟の看護師が、

業務の忙しさやプライバシーの守られたコ

ミュニケーションが取れる場所の確保の難

しさ、更に多忙な医師との情報共有の難し

さから、患者や家族と希望する医療につい

て話し合うことがいかに困難であるかを指

摘している。本研究でも、こういった病院が

抱える特徴が、看護師の ACP 実践の障害に

なっていたのかもしれない。忙しい医療現

場、特に病院で、いかに ACP が実践出来る

環境を整えていくか、多職種チームでの話

し合いと工夫が必要とされる。 
今回の調査では、医療従事者の性別や年

齢、自身の医療に対する希望といった情報

も収集されたが、それらの情報と医師や看

護師としての ACP の実践状況に対する回答

の紐付けが出来なかった。次回の調査では、

性別や年齢、自身の医療に対する希望等の

因子も含めて解析を行うことが望ましい。 
 

E. 結論（今後への提言） 
ACP の実践は医師と看護師間で有意差は

無かった。しかし、医師も看護師も実践して

いると回答したのは 3 割に満たず、今後、

実臨床でより ACP が実践されるための取り

組みが必要であると考えられる。また、ACP
の実践と、人生の最終段階の意思決定支援

に係る研修を受けていることは有意に正の

関連が認められていたことより、効果的な

研修を充実させることは、実臨床で ACP の

実践を促すためには重要であると考えるこ
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とができる。 
また、死が近い患者との関わりが多いこ

とは、ACP の実践と有意に正の関連が認め

られた。一方で、ACP は成人において年齢

には関係なく、いかなる健康状態であって

も、個人の価値観や人生の目標、将来希望す

る医療ケアを理解し共有するプロセスでる

と定義されており 1)、全ての医療従事者が

ACP の実践が可能となるように、関連の研

修を受けることができるような体制を整え

るといった、具体的な対策を検討していく

ことは、今後の課題と考えられた。 
 
F. 研究発表 
 なし 

 
G. 知的財産権の出願・登録状況 
１．特許取得 

なし 

２．実用新案登録 

なし 

３．その他 

なし 
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